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令和２年度　　自　己　評　価　表　　
鳥取県立皆生養護学校本校

中長期目標
（学校ビジョン）

学び　輝き　感動のある学校

幼児・児童・生徒が充実した学校生活を送り、個々の可能性を伸ばし、よりよく生きることができるようにする学校
《 １８歳で自立できる人を育てる　～将来を見とおした今のＱＯＬの向上～　 》

今年度の重点目標

１　幼児・児童・生徒一人一人が「生き生きと学ぶ」教育に努める。
２　安心できる保健、給食体制を築く。
３　開かれた学校を推進する。
４　キャリア教育や地域支援の充実に努める。

年　　　　　　　度　　　　　　　当　　　　　　　初 評　価　結　果　　　（　２　）月
評価項目 評価の具体項目 現状 目標（年度末の目指す姿） 目標達成のための方策 経過・達成状況 評価 次年度の改善方策
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生きる力の基盤を
意識した授業の充
実

○昨年度は知的障がいの各教科の内容
確認に取り組んだ。今年度新学習指導
要領の全面実施にあたり、各教科の内
容確認に加え教科の資質・能力を育む
授業づくりを進めていく必要がある。
○新入生、転入生が学部の三分の一と
なっており、教科を学ぶ上での実態
や、障がい等による困難さについて丁
寧に実態把握をしていく必要がある。

○授業を担当している幼児児童につい
て、障がいの状態や発達の段階を適切
に理解して、教科で育成する資質・能
力や自立活動の指導内容を意識した授
業づくりを行っている。

○画像や動画を用いた情報共有を行うとも
に、発達の段階を理解する研修を定期的に行
う。
○幼児児童一人一人の実態から、教科の指導
内容や自立活動の取り組みについて検討する
とともに、国語や算数で身についた資質・能
力が生活の中で生かされている姿について共
有する機会を持つ。

○月曜日や金曜日の６時間目を利用し、月２
～３回程度、幼児児童の学習の動画から発達
の段階や指導方法について研修を行い、授業
づくりの充実を図った。
○教科の個別の指導計画を工夫し、教科別の
指導だけでなく、教科等を合わせた指導にお
ける各教科の指導内容と基盤となる自立活動
を意識して単元づくりが行えるようにした。
○校内研究とも連動し、講師の指導や講義を
参考としながら取り組んでいき、最終的な自
己評価では「良い」「どちらかといえば良
い」が９５％だった。

チャレンジする場
や意欲を支え、自
立を育てる授業の
充実

○昨年度より、生徒に授業後のアン
ケートを行ったり、変容を担当教職員
で共有する機会を設けたりして、生徒
への理解を心がけた。生徒の意見を真
摯に受け止めることで、授業の充実を
図れた授業もあったが、できていない
授業もあった。
○授業を充実させたいと考えている
が、新学習指導要領を踏まえた教育課
程について理解が深まっておらず、授
業改善にはいたっていない。

○生徒自身にチャレンジしたいという
意欲が育ち、将来生活に生きる力がつ
いたと実感ができる授業づくりや改善
が行われている。

○校内研究との連携を図り、新学習指導要領
や先進校の教科についての考え方等の研修を
深める。
○生徒に有効な指導や支援方法について共有
する時間を設ける。
○単一・Ⅰ・Ⅱ型生徒（教科学習）に、毎時
間視点を絞った授業評価を行い、授業改善を
図る。Ⅲ型生徒については、かかわる教職員
が授業前に『授業後の姿』を想定して実践
し、チームで評価する。
○生徒からの評価を基に、改善する視点等を
担当する教職員で確認する。

Ａ

○次年度も引き続き学部や学習集団の教員が
同じ時間に話し合いができるようにし、画像
や動画を用いて情報共有できる機会が持てる
ようにする。
○今年度は指導する内容について整理をして
きたので、次年度は整理した指導内容につい
て、身についた力を明確にしていけるように
する。

生徒一人一人の主
体性を育てる授業
の充実

○教職員で話し合いの時間を設け、障
がいの状態や支援方法など、生徒の実
態把握や学習の見直しを進めてきた。
学習で身につけたことを発揮できるよ
う、教科学習を見直し自立活動とも関
連づけながら、研修を重ね計画的に授
業を進めていく必要がある。

○生徒が達成感を持ち自ら学びたいと
意欲を持つことができるよう、生徒一
人一人の学習の習得状況を把握し、適
切な目標を設定して授業を行ってい
る。

○具体的な生徒の姿から学ぶ機会を設ける。
また、自分の実践を紹介したり文献で学んだ
ことを伝えたりして研修を深める。
○各教科の目標・内容について整理したり、
自立活動チェックリストを活用したりして適
切な目標を設定する。
○学期末に授業アンケートを行ったり、教職
員間で授業の様子を確認し合ったりする機会
を持つ。

○授業内容や評価について学習グループで話
し合ったり、学習指導要領（国・数）を基に
目標・内容を整理したりしたことで、生徒の
学習状況を把握し、目標の検討をすることが
できた。８８パーセントの教員が肯定的評価
であった。 Ａ

○年間指導計画作成を軸に、適切な目標設定
と評価に引き続き取り組んでいく。学部会、
学部裁量日を使い、単元ごと、あるいは学期
ごとに指導計画を見直し、目標・評価につい
て検討することで、教科でつけたい力をつけ
ていくことができると考える。
○日々の授業を題材に、指導と評価の観点を
確認し合い、授業づくり・授業改善につなげ
る。そこで課題としてあがったことを基に、
計画的に研修を組む。

○令和４年から新教育課程実施となるにあた
り、教科についてさらに見解を深め、年間指
導計画作成や授業改善に生かす。また、その
視点を持って、重複障がい教育についても、
教科や合わせた指導について見直し、授業を
行う。
○幅広い進路希望に対応できるよう、将来生
活に生きる力を、グループ学習場面・個別学
習と分け、生徒・保護者とともに目標を定め
て、日々の授業の充実を図る。
○教員一人一人が実感を持って授業を行える
よう、研修と自己・他者評価をする時間をつ
くる。

各種様式の検討
（個別の指導計
画・通知表・年間
指導計画）

○新学習指導要領の実施に当たって個
別の指導計画の様式の見直しを検討し
たが、通知表や年間指導計画の様式と
関連づけて検討する必要があることが
分かった。

○各種様式を関連づけながら試案を作
成し、教職員の意見を反映させながら
修正している。

○個別の指導計画、通知表の様式は必要な項
目を検討しながら試案を作成し、よりよい様
式になるよう教職員の意見を反映させる。
○年間指導計画の様式の検討は、研究・研修
部と連携しながら進める。

○個別の指導計画と年間指導計画の様式につ
いては、試行している様式を基に検討を重
ね、内容を整理した。様式を整え、教職員に
説明した。
○通知表の様式については、教職員の意見を
反映させて試案を作成した。年度末には完成
する予定である。

Ｂ

○個別の指導計画と年間指導計画の様式につ
いては、作成や運用する中で様々な疑問や課
題が出てくると考えられる。その都度検討し
ながら対応していく。
○通知表の様式については、よりよい様式に
なるように更に意見を求める。来年度実施に
向けて今年度内に整え、教職員への周知を行
う。運用は来年度になるので、年度当初にも
う一度教職員への周知を図り、スムーズな移
行をめざす。

○研究で教科について見解を深め、必要な要
素について共有化をした。さらに「将来生活
に生きる力」「チャレンジしたいと思える」
授業について、要素を基に授業改善を行った
り、指導計画の修正を検討したりした。
○生徒の授業アンケートや日々の会話を授業
に反映したり、教員同士の意見交換を基に改
善を行ったりした。また、教材研究や他の教
員の授業を見る時間を意図的に設けたこと
で、教員の意欲にもつながり、生徒の変容も
見られた。
○目標に対し肯定的評価をする教員が８
６％、どちらともいえないと評価する教員が
１４％いたことから、さらに実感できる方策
を立てる必要がある。

Ｂ
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○各教科で育成を目指す資質・能力を
踏まえた授業づくりについて、考えを
整理したり検討しながら取り組んだり
していると評価する教職員が８０％以
上になる。

○前期は月２回、各教科で育成する資質・能
力についての研修や本校として『教科でつけ
たい力』を検討する。後期は、グループで目
標設定を中心に授業づくりに取り組む。
○先進校である筑波大学附属桐が丘特別支援
学校の先行研究を参考にしたり、外部講師に
継続的な指導を依頼したりする。

○計画どおり、前期は新学習指導要領につい
て研修をしたり『教科でつけたい力』を検討
したりすることができた。後期は、グループ
で整理したり検討したりしたことを紙面で可
視化することができた。また、年３回外部講
師から遠隔での指導や講義をしていただい
た。
○各教科で育成を目指す資質・能力を踏まえ
た授業づくりについて、考えを整理したり検
討しながら取り組んだりしていると評価した
教職員が７１％だった。一方「「どちらでも
ない」と評価した教職員が２７％だった。

Ｂ

○評価展望アンケートで「どちらでもない」
と評価した教職員が２７％だった。意見とし
て、授業づくりを整理・検討する方法（難し
い。グループですると考えにくい。作成物が
多い等）や時間（多い、足りない等）につい
てが主だった。
〇来年度は今年度の取り組みを踏まえ、教職
員が教科の「目標設定ができる」ことを目指
す。
○改善方策として、「教科の個別の指導計
画」を活用しながら取り組むことで負担感等
を減らしたい。また月１回の校内研究日に、
部員が今年度の取り組みを効果的に踏まえる
ことで、時間短縮に努める。

自立した生活に必
要な力を育成する
ための校則やルー
ルの見直し

○「鳥取県いじめの防止等のための基
本的な方針」（平成29年7月）に合わ
せて本校でも昨年「いじめ防止基本方
針」を改定した。
○令和2年2月鳥取県教育委員会いじ
め・不登校総合対策センターから「児
童虐待対応リーフレット」が出されて
いる。その都度情報を教職員に流して
いるが、改定された「方針」や新しい
リーフレットの周知・理解を図り、生
徒指導方針の理解をすることが必要で
ある。

○昨年度改訂した「いじめ防止基本方
針」や高等部校則を明確に提示するこ
とで、教職員間の共通理解が図られ、
組織的・体系的な生徒指導の取り組み
を進めている。

○「いじめ防止基本方針」や児童虐待の対応
方針について、全学部での周知を図る機会を
持つ。
○昨年度末に一部改定した「高等部校則」に
ついて、時代に合わせて、高等部と連携しな
がら検討し、改定する部分があれば改定す
る。幼小学部、中学部においても「高等部校
則」について１学期中に周知を図る。
○令和2年3月に改訂された「生徒指導ガイド
ライン等に関するガイドライン」を基に、本
校の「生徒指導のガイドライン」、「懲戒規
定」を今年度中に改定する。

○「いじめ防止基本方針」や児童虐待の対応
方針について、全体の会で短時間だが周知を
行った。
○幼小学部、中学部において「高等部校則」
について１学期中にそれぞれの学部会で、確
認する機会を持った。
○本校高等部の「懲戒規程」「懲戒規程細
則」の改訂を行った。その他「携帯電話等の
使用規程」を時代に合わせて改訂したり、
「高等部校則について」人権教育・生徒指導
部と高等部内で検討することができた。

Ａ

○今年度改訂した「高等部懲戒規程」「懲戒
規程細則」、そして「高等部校則」や「いじ
め防止基本方針」なども含めて、高等部だけ
ではなく他学部にも周知することが大切であ
る。そのため各学部の会などで周知したり、
「指導の流れ」や「マニュアル」をサイトに
掲示しておくなどいつでも確認できる方策に
ついて検討する。また他学部の生徒指導の事
案についても概要を伝えるなどして「指導の
流れ」や「マニュアル」を確認する機会とす
ることを考えたい。

各教科で育成を目
指す資質・能力を
踏まえた授業づく
りの推進

○昨年度まで３年計画で、「主体的・
対話的で深い学びを育む授業づくり
に」に取り組んだ。
○約４０％の教職員が、各教科の目標
設定をはじめ実態把握、内容設定等の
授業づくりを整理する必要があると感
じている。また学習指導要領の目標や
内容が大幅に変更されたことに伴い、
各教科で育成を目指す資質・能力を踏
まえ授業づくりをする必要がある。

ニ
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に
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生活につながるＩ
ＣＴ機器の有効活
用の推進

○昨年度末の情報化の実態等に関する
調査によると、個々の教職員の情報活
用能力は比較的高いが、児童生徒に指
導する力が弱いという結果だった。ま
た授業に活かす機会が少ない状況にも
ある。

○iＰａｄのソフト・アプリ等を用い
て生活につながることを意識して児童
生徒に指導・活用できていると評価す
る教職員が80％以上になる。

○アプリ等をｉＰａｄに入れた際は、活用し
た事例を教職員共有の掲示板にあげ、教職員
で共有する。
○遠隔会議ソフトの使用方法マニュアルを作
成し、運用・周知する。
○ｉＰａｄ等が活用しやすい環境整備と支援
体制に努める。
○ＩＣＴサポート支援事業との連携を密に
し、活用する。

【職員アンケート肯定的な評価　７７．
４％】
○遠隔会議ソフトを含めて、ｉＰａｄ等のア
プリを用いて、授業や行事に活用できたと肯
定的に評価した教職員が、８３．８％であっ
た。
○遠隔会議ソフトについては、皆生・ブライ
ト・フェスティバルや職員研修等で運用でき
た。
○ｉＰａｄ等を活用しやすいように環境整備
をしたり、校内にある機器の紹介や活用方法
について職員共有フォルダを通じて紹介した
りしているが、フォルダの場所がわかりにく
いなどの意見があった。

Ｂ

○遠隔会議ソフトの機能をより活用しやすい
ように、マニュアルの充実を図る。
○ＩＣＴ機器の利用マニュアル等を、教職員
が閲覧しやすいように環境を整える。

摂食機能に応じた
摂食指導を推進す
る。

○昨年度、２度にわたり専門性の高い
外部講師の摂食指導を経験したこと
で、摂食における実態把握の大切さ、
実態に応じた摂食指導が必要であるこ
とへの意識の高まりがある。この意識
の高まりを絶やさず、基礎知識・技術
のさらなる向上とその定着を図る必要
がある。

○日々の摂食指導において、担当する
幼児児童生徒の実態とねらいを理解し
て摂食指導をしていると答える教職員
が８０パーセントを超える。
○幼児児童生徒の実態、ねらい、評価
が手軽に確認でき、毎日の摂食指導に
生かすことができるように、摂食カー
ドを改訂する。

○年間を通して複数回にわたり、自立活動自
主研修会、自立活動通信の中で、摂食指導に
関わる内容を取り上げる。
○教職員からの摂食指導におけるニーズを積
極的に吸い上げ、専門性の高い教職員や外部
講師と意見交換ができるようにつなげたり、
参考となる書籍などを紹介したりする。ま
た、当該教職員の摂食指導の場に立ち会い、
実態把握のポイントや指導の方向性をともに
考えていく。
○現行の摂食カードの運用について、改善点
や具体的なアイデアを広く聞き入れる。専門
性の高い教職員や、外部講師との意見交換を
し、カードに反映させる。

○職員アンケートの結果、担当する子どもの
実態とねらいを理解して日々の摂食指導をし
ていると答えた教職員は８９％であった。

○摂食カードを改訂し、来年度に向けて新た
に給食カードを提案することができた。実態
を記入する様式１は自立活動部が主導して作
成した。２月中には様式２を作成する研修を
予定している。

Ａ

○外部専門家による摂食研修、新しい給食
カードの作成を軸に、摂食指導に関する教職
員の意識と知識、技能の向上が認められた。
この動きが定着するように、来年度以降も外
部専門家による研修を続けていきたい。ま
た、給食カードが形骸化しないよう、運用１
年目は特に作成スケジュールや作成方法、内
容を自立活動部が主導していきたい。

学
校
生
活
に
お
け
る

健
康
と
安
全
の
確
保

安心安全な学校を
目指した体制づく
り

○研修や訓練の実施により教職員の安
全に対する意識が向上してきている
が、様々な危機管理意識の向上・維持
のため、マニュアルに沿った対応の周
知徹底が必要である。

○研修や訓練を通して、各種対応マ
ニュアルを活用し、マニュアルに沿っ
て対応することができると評価する教
職員が８０％以上になる。

○マニュアルに基づく訓練を行い、振り返り
等で対応の流れや動きを一つ一つ取り上げて
確認していく。
○年２～３回の外部講師による訓練を実施し
たり、学部毎に訓練を行ったりして対応の周
知を図る。

○各種対応マニュアルを活用し、学部や全体
での研修や訓練を行った。訓練後に振り返り
を行い、再度対応について、流れや動き方な
ど確認することができた。アンケートでは、
マニュアルに沿って対応できると肯定的に評
価した教員が８５％を超えた。

Ａ

○今後は、各種マニュアルにおける動き方や
役割への理解を図り、緊急時の対応について
の意識を深めるため、研修や訓練の在り方を
工夫する。



様式２

戦
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事
業
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教
育
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進
路
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務
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事
務
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開
か
れ
た
学
校
の

推
進

周辺地域と連携し
た活動の推進

○本校の幼児児童生徒は、周辺地域へ
出かける機会が減少し、地域の様子を
知ることができなくなってきた。地域
の人も校舎内に入らないと子どもたち
の姿を見ることができない。こうした
状況では、互いを理解し、ともに生活
する場を共有すること、共に活動する
ことが難しい状況になっている。

○周辺地域の様子や本校の幼児児童生
徒の様子を相互に知ることができるよ
うに校内掲示をしている。
○本校の行事「夏まつり」で周辺地域
の人と共に活動する。
○居住地域の催しや皆生・ブライト・
フェスティバルで作品を通して交流す
る。

○校内、多目的ホールに周辺地域の様子が分
かる掲示をするとともに、本校の通信を周辺
地域４公民館に掲示してもらう。
○周辺地域と協働して幼児児童生徒の学習を
支える活動の基盤づくりとして、本校の行事
「夏まつり」に周辺地域４公民館から参加者
がある。
○周辺地域４公民館の催しに加え、幼児児童
生徒の居住地の催しにも作品を出品して交流
を図る。

○多目的ホールに皆生タクシー・通学地域・
周辺公民館・交流校をテーマに、関わってく
ださる人、地域の様子、これまでの交流の様
子が分かるものを掲示した。職員の約８割が
良かった、おおむね良かったと評価した。
○本校行事「夏まつり」は、感染症拡大防止
の為中止となり、地域の方と活動することが
出来なかった。しかし、皆生・ブライト・
フェスティバルでの作品展示や「夏まつり」
のために作っていただいた飾りを掲示し、作
品を通して交流することができた。

Ａ

○次年度以降も、感染症拡大防止の観点から
直接的な地域交流をすることは難しい状況が
続くと思われる。今年度同様、周辺地域との
交流が途切れないように作品交流や出来る範
囲での行事への参画に取り組んでいく。

キ
ャ

リ
ア
教
育
・

地
域
支
援
の
充
実

地域への発進力の
向上

○就学相談時、本校についての情報提
供をする際、学校案内パンフレットの
提示以外は主に口頭での説明を行って
いる。そのため、相談者の受け取り方
によって異なった情報が伝わったり、
視覚的に情報を提供する方が分かりや
すい場合があったりする。どの相談者
にも必要な情報を適切に提供し、丁寧
な対応に努めたい。

○就学相談の際、分かりやすく情報提
供するための資料を全１０項目のうち
５項目作成できている。（２ヶ年計画
で作成）

○情報提供に必要な内容を洗い出し、整理を
する。
○教育相談課内で役割分担をし、情報を収集
する。
○提示用資料と説明用文書に分けて作成す
る。

○就学相談時の補助資料の作成に取り組ん
だ。必要な項目を取捨選択し、目次を作成し
た。全１０項目のうち７項目作成できた。資
料の使用目的等によっては、内容の選定や修
正等が今後必要である。

Ａ

○残りの３項目の作成をしていく。
○学校見学や教育相談で活用していけるよう
に、使用目的や対象を具体的にし、資料の内
容が適切かどうか検討・修正していく。

キャリア教育の考
えに基づいた実践
の蓄積

〇教職員アンケートから、キャリア教
育に関する基本的な知識は定着してい
ることがわかった。キャリア教育をよ
り充実させるために、今年度から運用
が始まるキャリアパスポートの活用を
含めて、知識と実践を結びつけていく
必要がある。

〇全ての児童生徒が年３回は、キャリ
アパスポートを介した学習をしてい
る。

〇年２回、キャリア教育に関する自主研修会
を企画、運営する。
〇課で各学部のキャリアパスポートの活用状
況をリサーチし、その中から活用例を研修や
進路通信等で紹介する。

〇８月には、職員研修でキャリアパスポート
の概要や１学期の活用事例を紹介し、周知を
図った。
〇２学期のキャリアパスポート利用状況につ
いて、１月上旬にリサーチをした。使用をし
ていない学級も多く、キャリアパスポートが
活用できているとは言えない状況にある。
〇利用したケースでは、行事前に立てた目標
への振り返りや、日常の頑張りがわかる資料
を綴っていた。

Ｃ

〇新しい取り組みなので、定着まで時間を要
することも考えられるが、キャリア教育の考
え方を含め、キャリアパスポートの意義を発
信していく。
〇教職員がキャリアパスポートを介した学習
をいつ、どのよう行うかイメージできるため
に、年間指導計画にキャリア教育の視点を位
置づけるよう検討する。
〇来年度は様式の変更はしないが、今年度の
様子も踏まえて、課題を洗い出し変更の必要
があるか検討する。

Ｂ

○校舎の長寿命化のための大規模改修が叶わ
ない現状にあっては、優先順位を判断して必
要な予算を継続的に要求することが求められ
る。

○今後もコロナ対策予算は必要であり、運営
費からの効率的な充当が必要である。

そ
の
他

時間外業務削減

○働き方に対する教職員の意識は高
まってきている。
○会議や作成文書等、業務の見直しを
行ったものもある。また、各分掌の業
務一覧表を作成した。一覧表の内容や
担任業務等について検討するなど、業
務カイゼン・見直しを行う必要があ
る。

○時間外業務の一人あたりの平均が平
成２９年度比の２５％減になってい
る。

○教職員自身が自己の働き方を把握するため
の働きかけを引き続き行う（勤務簿の自己管
理、勤務状況の見える化、時間外勤務の状況
についての声かけ等）。
○業務を見直すための情報収集のため、時間
外業務の内容を具体的に記入する。
○各分掌の業務内容一覧表をもとに、分掌業
務、作成文書、行事等見直す機会を設ける。
○会議の持ち方について、見直しや共通理解
を図る機会を持つ。

○行事の中止や縮小等による準備や打ち合わ
せ等の時間が大きく減少したことが時間外業
務の削減につながった。分掌内で検討し、作
成文書の見直しができた。
○業務が集中する時期はあるが、意識の高ま
りもあり業務を計画的に進めるよう努めてい
る。又会議時間を短縮したが、その時間内で
終了するよう工夫できた。

評価基準　A：十分達成［100～80%］　B：概ね達成〔80～60%程度〕　C：変化の兆し〔60～40%程度〕　D：まだ不十分〔40～30%程度〕　E：目標・方策の見直し〔30%以下〕

Ａ

○行事の縮小化や業務内容や作成文書等の見
直し・検討に引き続き取り組む。
○業務の手順や年間の取り組み等、引き継ぎ
方を検討する。

教育環境及び施
設・設備の適切な
管理

○施設・設備の老朽化による修繕の必
要性または安心安全な教育環境の整備
及び特色ある教育活動の支援のために
も中長期な計画策定が必要である。

○予算の効率化・重点化を推進し、健
康や安全に配慮した教育環境の整備を
図る。

○厳しい財政状況を踏まえ、徹底した経費節
減に努め効率的な予算執行及び的確な予算要
求によって中長期的に学校財務基盤を安定さ
せる。
○業務改善を図るとともに、職員組織への現
状説明により計画的な予算執行に努める。

○管理棟・教室棟（Ｂ棟及びＣ棟）・高等部
棟及び渡廊下の屋上防水改修予算を要求して
採択となったが、施工は令和３・４年度の２
カ年に渡る見込みである。
○令和２年度限定のコロナ対策予算につい
て、全額執行見込みである。
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